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I はじめに

「国際中小企業」とは，簡潔に定義すると

「技術の革新性と国際起業家精神をあわせ持つ

中小企業」といえる。もう少し詳しく定義する

と，国際中小企業とは，最先端生産技術や世界

でも類をみないアイデアによる模倣困難な技

術.マーケティング技術なども含んだ意味での

革新的技術を保有する中小企業が，将来の財や

サービスを創造するために国境を越えて機会を

発見 ・獲得 ・評価し利用する ことといった国際

的な起業家精神によって経営されている中小企

業である。このタイプの中小企業は.個別的に

は産業，経営者技術立地その他偶然の出

中 道 員

来事なども含めて特殊状況的に創業される 1)。

資本主義経済にとって.絶えざる技術革新の

先鋒である小さな企業や起業家精神は欠かせな

い存在であるが。同時に「もうひとつの世界

(another world) Jへの可能性をも示している。
資本主義経済における企業の役割と責任を 地

域，家族，医療，宗教守文化など社会全般の中

に埋め込んだ共生社会も.もうひとつの世界の

可能性である。このような共生社会において，

国際中小企業が重要な役割のひとつを果たす司

能性に注目している。

本稿では，最初に「国際中小企業」という概

念を提起し「革新的技術」と「国際起業家精

神」を併せ持つ中小企業である ことを簡潔に論

じたい。そして，かつ国際起業家精神により優

れたテラモーターズ株式会社と株式会社コスモ

テックの 2社を事例として検討することで，国

際中小企業の実態、と併せて考察することで，単

なる概念提起ではなく，現実の企業と照らし合

わせて考察を進めていく こととしたい。

国際中小企業という概念は，急速に事業を国

際展開するボーン ・グローパル企業 (Born

Global Firms)という 新しいタイプの中小企業

の既存研究からスター卜している2)。そこで，

1 )ここでいう創業とは.事業承継等にて第 2t¥IJ業
も含む。詳細11は.中道 (2018)を参照されたい。

2)ベンチャー企業論や起業家精神論の分針から挺
起されている概念であり.新ベンチャー (New

Venture; McDouga11 (1989)).ノ、ィテク ・スタ

ートアッ プス(1-1igh Techno1ogy Start-ups; Jo11y， 

A1ahuta & Jeannel (1992)).国際新ベンチャーノ
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拙稿「国際経営論における f匡l際中小企業』の

研究~ボーン ・グローバル企業論の検討を中心

に~J において ， 国際中小企業研究の一環とし

て，ボーン・グローパル企業に焦点をあてて考

察した3)。起業家精神宮命やベンチャー企業論な

どから提起されているボーン ・グローパル企業

の既存研究を検討し匡l際中小企業の 5つの特

性を示した。それら特性と は，国際起業家精

神，革新的技術，急速な国際展開，グローパ

ル・ニッチ市場， 他組織との連携であった。加

えて，国際経営論において提起されている「埋

め込みJモデルも，国際中小企業の地域循環の
可能性として検討した。

次いで， 日本における国際中小企業の先行事

例研究を概観し，技術の革新性に優れた 2つの

国際中小企業， 日プラ株式会社とマニー株式会

社の事例を拙稿「技術の革新性に優れた国際中

小企業の研究~日プラ株式会社とマニ一株式会

社の事例~J で考察した4) 。 これ ら 2 社におけ

る国際中小企業特性の該当程度を具体的に検討

し，抽出した国際中小企業特性を再確主主した上

で 2社における特性の合致程度も併せて評価

し検討した。本稿とあわせて， これら事例研究

によって，ボーン・グローパル企業の先行研究

から抽出した国際中小企業特性の妥当性を検討

することとしたい。さらに，欧米における国際

中小企業研究発祥のボーン・グローパル企業研

、(InternationalNew Ventllres; McDougall & Shane 
& Oviatt (1994)). ボーン ・グローパルズ (80rn

Globals; Gabrielsson and Kirpalani (2004)) ボ

ーン・グローパル企業 (80rnGlobal Finns; 

Knight and CavlIsgil (2004)). 国際起業家精神

(International Entt巴prenellrship; Loustarinen and 

Gabrielsson (2004))などの用語と概念が提起き
れてきている。またオーストラリア政府から調

査を依頼されたマッキンゼ一社 (McKinsey& 

Company)の報告告:からもボーン ・グローバル

(80rn Global)という新しいタイフ。の中小企業が

提起されている (Rennie(1993))。本稿では，

このような一連の欧米における議論を総称して，

「ボーン グローバル企業」論あるいは研究とす
る。詳細は中道 (2016)を参照されたい。

3)中道 (2016)12-24頁。
4)中道 (2017)22-39頁。

究から，特殊日本的な国際中小企業の研究への

足掛かりとしても本事例研究を位置づけたい。

JI. 国際中小企業の概念と定義

拙稿と重複するが，最初に国際中小企業の特

性を簡潔に確認しておきたい。カブスギル氏と

ナイト氏のボーン ・グローパル企業論は，新し

い研究領域としての国際起業家精神を提示する

研究である5)が，同氏らは起業家精神論的視点

から，ベンチヤ一企業論と競争戦略論を援用し

つつボーン ・グローパル企業の顕著な特徴

(distinctive featllres)を8点指t商した (CavlIsgil

and K.I1ight (2009).以下同様)。

l 点目は，設立時あるいは設立直後から国際

市場における高い積極性 (highlyactive)であ

か設立からの早さと速さに注目している。本

稿における国際中小企業の特性としても重要な

指摘として[急速な国際展開」として抽出し

た6)0 2点目は，限定されたカネ ・モノといっ

た経営資源 (Iimitedfinancial and tangible re-

sOllrces)であり ，この特性は中小零細性の指摘

といえる。本稿では国際中小企業の研究が前提

であるため，この特性を考慮する必要がなく捨

象することとした。3点目は，多くの産業で、の

設立 (follndacross most indllstries)されている

5)この研究ではボーン ・グローバル企業をオピア
ティ氏とマクドーガル氏の国際新ベンチャー企

業の定義を用いて「創業時から複数の国で資源

を利用し製品を販売することにより相当な競争

優位を発揮しようとする企業jとしている

(Ovia仕andMcDougall (1994))。
6)中小企業企業設立時から海外展開までの期間で
ある早さと最初に海外展開してから後の売上比

率や市場シェアなどで海外に占める割合が上昇

するスピードといった速さについては，カブス

ギル氏とナイト氏と同様に，既存研究の多くの

研究で両方を含めて指摘されている。ただし比

較的新しい研究の中には，設立後一定期間を経

た後に。急速に国際展開するタイプの国際中小

企業をボーン・アゲイン ・グローパル企業と命

名し.区別して言命じられてきている例もある

(8eli， McNallghton and YOllng (2001). Sheppard 

and McNaughton (2012). 中村 (2012)(2015) 

など)。
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図表 l ボーン ・グローバル企業の特性比較

カブスギノレ氏とナイト氏による指摘
抽出した特性

項目 顕著な特徴

国際化
設立H寺あるいは設立直後から国際市場に

急速な国際展開
おける高い積短性

資源 限定されたカネ ・モノといった経営資源

対象(産業) 多くの産業での設立

経営者の志向
経営者は強い国際化への展望と国際的な

国際起業家精神
起業家志向性を持つ

!淡路 多くの場合に差別化戦略を強調 グローバノレ ・ニ ッチ市場

品質 多くの場合に優れた製品の品質を強制 技術の革新性

ICT 先進的ICTを活用

他組織
外国市場では流通のために外部の独立

他組織との連携
した仲介業者を使用

(出所)CavlIsgil and Knight (2009)を参考に築者作成。

という指摘である。この特性は，限定された産

業ではないことの指摘を通じて，国際経営論に

おける一般的議論とするべきであるといった発

展段階論の限界7)に関する指摘であった。本稿

においては，既に国際経営論における国際中小

企業の研究として位置づけているため. 2つ目

と同様にこの特性を考慮する必要がなく捨象す

ることとした。

4点目は，経営者は強い国際化への展望

(olltlook)と国際的な起業家志向性 (intermト

7)ボーン ・グローパル企業論の特徴のひとつはI

国際経営論において通説となっている発展段階

論に該当しない国際中小企業の存在に対する指

摘と議論である。国際経営論は大企業研究7う"[1-' 

心であり 中小企業の国際化がほとんど検討さ

れてこなかったが，ボーン ・グローパル企業論

では ボーン ・グローパル企業とそれ以外の中

小企業を区分して論じている。この 2分類は

国際経営論における発展段階論。つまり国内事

業から間接輸出，直接輸出。技術提携外国直

接投資へ比較的ゆっくりと漸次に国際化する

ことが通説とされてきたが.この通説では説明

できない中小企業の研究であることから区分さ

れている。詳細は中道 (2016)を参照されたい。

tional entreprenellrial orientation)を持つという

指摘である。創業者の国際起業家精神といった

特|生と合致しこの特性があるゆえに，創業と

同時にあるいは創業後の早い段階で急速な国際

展開を志向する傾向となると捉えることが可能

となる。また国際中小企業においては. I~こI小零

細性および限られた経営資源が実情である中

で.国際化を志向する原動力のひとつともなっ

ていると考えられるため，国際中小企業特性に

おける「国際起業家精神」として抽出した。

5点目は. 多くの場合に差別化戦略を強調す

るという指摘である。本稿の視点では，国際中

小企業が志向する市場に関する特性にあたるた

め. iグローパル ・ニッチ市場」を志向するこ

とを特性に含まれる指摘として抽出した。

6点目は.多くの場合に優れた製品の品質を

強調するという指摘である。この指摘は.先端

技術であることの特性に対応する指摘である

が，既存技術における製品で、あっても新素材や

新機能を付加することで優れた品質となること

が可能なため， もう少し広く捉えて「技術の革

新性」として抽出した。7点目は，先進的 ICT
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を活用する点の指摘である。この指摘は妥当性

があるようにも考えられるが，多国籍企業であ

っても国内中心の中小企業であっても同検に積

極的に活用していると考えられる。つまり ，経

営環境の変化に関する指摘でもあり，匡l際中小

企業独特の特性とは考えられないため 2つ目

と3つ目と同様に本稿ではこの特性を考慮する

必要がなく捨象することとした。

最後は.外国市場では流通のために外部の独

立した仲介業者を使用するといった特性であ

る。ボーン・グローパル企業の初期研究におけ

る特性である政府や研究組織との連携と整合的

であり 。本稿の国際中小企業といった視点で

も，より広く「他組織との連携Jといった特性
に修正して抽出した。

以上.国際中小企業の特性を，16，X米のボー

ン・グローパル企業論におけるカブスギル氏と

ナイト氏の「顕著な特徴Jの指摘と比較して最
初に確認した。次いで、，日本におけるボーン ・

グローパル企業論等に関する先行事例研究を確

認し本稿の事例研究，テラモーターズ株式会

社と株式会社コスモテックを検討することとし

たい。

III. 国際中小企業の先行研究

欧米におけるボーン ・グローパル企業研究の

先行事例研究は，オーストラリアのコクレア社

やスイスのロジテック社など多数発表されてい

る (Rennie(1993)， Jolly， Alahl出 & J巴ann巴t

( 1992)など)。日本におけるボーン ・グローパ

ル企業等に関する先行事例研究も少ないながら

も発表されてきている。ここも拙稿と重複する

が，再度確認しておきたい。

2001年に高井氏がアライドテレシスとナナ

オ (現在， EIZO株式会社)，2012年に高井氏

と神田氏による日プラ，安室氏によるカナダ企

業ではあるがシルク ・ドゥ ・ソレイユ，何氏に

よる中国企業ではあるが Suntech太陽電池公司

をはじめ， 2013年に中村氏によるテラモータ

ーズ?マニー，スミダコーポレーション，ジ

オ ・サーチが検討されている。2014年には，

琴坂氏が日本人によるイギリスにおいて創業さ

れたクイッパー (Quipper)をその著書で紹介

しており，またマブチモーターや京セラ，ユニ

デンなども創業期はボーン ・グローパル企業で

あったという仮定の元に諏訪氏が事例研究を発

表している。加えて経済産業省と財団法人ベン

チャーエンタープライズセンター (VEC)等に

よるシンポジウムの報告書において， ミドク

ラ.アクセラ ・インク，ブイキューブが紹介さ

れている。またボーン・グローパル企業として

ではないが守食品産業における国際中小企業の

事例としては，張氏によってまるはら， 宮下氏

によって麦の秘、等が研究されてきており.金山

氏がコスモテックを事例研究している。いくつ

か重複する事例もあるが，少しずつ事例対象の

国際中小企業が増加してきている。

その他にも事例研究がなされているが，本稿

で参照したボーン ・グローパル企業等の日本に

おける事例研究を図表2にまとめた。また国際

化している中小企業の事例は膨大に存在する

が，コスモテックはボーン・ グローパル企業特

性が高い可能性があるため本稿で考察する。ま

るはらと麦の穏に関しても同理由によって研究

中であり， 日本の食品中小企業が囲内を基盤と

しながらも，ユニークで急速な国際化がみられ

ることから図表2に追加して記載した。

このような図表2における先行研究等から，

日本におけるボーン ・グローパjレ企業の特性が

強く，先行研究における参考資料が比較的多数

存在する日プラとマニーの国際中小企業におい

て，先行研究等によりながら創業から現在に至

る経営状況，そして各特性の合致状況を検討す

る。両国際中小企業においては，両社において

公開されている資料および先行研究から企業概

要と経営の推移を概観し，先に確認した国際中

小企業の特性に該当するかどうかを検討す

る8)。その特性とは，国際化の必要性やリスク

8)検討すべき適切な企業が多数存在すると十分に
考えらえるが，本稿では国際中小企業の特性に

どの程度合致しているかを検討することを目的
として 2社選定した。どの程度合致している ノ
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~J~例企業 [先行研究J(発表年)1慎)

図表 2 ボーン グローパル企業等の日本における事例研究

本社lJ:;:業等

グ

ロ

2| タイツパー(山er) [琴坂(初14)J ~ ッ (イギリス)
I h ，/ ..0 'n ，r:F-'Ek:' Inn， A¥ 1 :教育学習コンテン: r ..~ブチモーター [一一~.~~; .. ; .. •• •• •• ••••••••••••••••••••••••• •••••••••• . . .... . .:;~.~.~.~.~.~.;，;.mi.iit ..[ 千葉
| 小型モーターの製造
I ~./ / '- Llj.Ij..rVJ ¥"-Vl.""T/ J 販売

jセラミック部品 ・iU
京セラ [諏訪 (2014)J ，子デバイス製造他 j 京都

:電話関連機務、無線:
ユニデン [諏訪 (2014)J ~ 通信機器製造他 ; 東京

ローザンヌ
ミドクラ [VEC (2014) J ，:/7トウェア関連 (スイス)

j眼科バイオテクノロ : シアトノレ
アクセラ ・インク [VEC (2014) J ，ジ- ， (アメリカ)

!ピジュアノレコミュニ
プイキュープ [VEC (2014) J ~ ヶーシヨンサービス j 東京

まるはら [張 (2012)、宮下 (2014)J 
Z

て

コスモテック [金山 (2015)J 

(注)ボーン ・グローパル企業等は，ボーン ・アゲイン グローパル企業を含み 1 主として先行研究の類

型に準じて示した。その他はボー ン ・グローバル企業としての先行研究ではないが。筆者が注目し

ている国際中小企業を追記した。

(出所)先行研究および各社ウェプページや有価証券報告書等を参考に筆者作成。

対利益の経営環境を加味した国際起業家精神。

海外展開におけるスピー ドに創業か ら海外展開

までの早さを加味した国際化の速度，国際化の

規模と範囲をともなっているグローパルなニツ

、かについては，先行事例研究を中心に，岡村 ウ
エブ ・ページや各企業に|刻して公開されている

有価証券報告書 両社レポー ト類，および両企

業の内部資料や電話および訪問調査に よって両

社の合致度を検討した。

図表3 国際中小企業の特性

急速な国際展開

グローパル ・ニ ッチ市場

技術の革新性

国際起業家精神

げて企業 ・政府
他組織との連携ト一一一一一一一一一一一一一一一ー

l行政 ・cso・中小企業
※留意事項 地域循環

(1:]'，所)筆者作成。
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チ市場，保有技術の革新性，そして他組織との

関係↑生である 。 この他産Il~との関係性について

は，戦略的提携など大企業との|刻係性.政府や

行政 ・CSO・他の中小企業とのネッ トワークと

の関係性および地域循環といった点にも留意し

て考察する(図表 3)。

lV.テラモーターズの事例研究

テラモーターズ株式会社 (Ten-aMotors 

Corp.)は， 2010年 4月に東京都渋谷区宇田川

町にある雑居ピlレの 4畳半程度一室を本社とし

て，徳重徹氏によって設立された。事業は，電

動バイク・電動三輪 ・電動シニアカーの開発 -

設計 ・販売である。設立2年目の 2011年に電

動スクーターを 3000台販売し電動スク ータ

ーではホンダやヤマハなどの大企業を抜いて圏

内ト ップにたったことからも一躍有名になった

国際中小企業で、ある。2012年末の従業員は 16

人，fJAPAN Venture Award 2012Jの中小企業

庁長官賞や「低炭素杯2013Jの最優秀ソ ーシ

ヤルイノベーション賞に選出されるなど，数多

くの表彰を受けており，中小企業としてだけで

はな く.様々な分野からの注目を集めている企

業である9)。

当初の主力商品である fSEEOJシリーズは，

2010年 10月よ り販売が開始された。その製造

の主力は，既存の部品を活用した中国での委託

生産であった。現在の製造は， 2011年 11月に

決定し 2012年中に稼働を目指したベトナムの

ホーチミンにある電動スクーター工場，および

インドのニューデリ ー近郊にある電動トライシ

クル工場での製造を中心に展開している。電動

スクーターは日本でも良く知られている 2輪車

であり，電動トライシクルはフィリピンやイン

ドな どで走っ ている 3輪車の電動版 (Electric

9)テラモーターズ (2015)ウェブページ，徳重

(2013 a) pp.2-11，日経ビジネス (2012)pp.86・
89を参照した。同社事例に|刻しては 全体的に

これら文献を参照したので以下では省略し，別

の文献を参照した場合のみ適時記すこととする。

Thl明 Wheelers)である 10)。

現在の淘外展開は，ベトナム，フィリピン，

インドに現地法人を設立しカンボジアやバン

グラデシュでも販売を展開している。テラモー

ターズベ トナム (TerraMotors Vietnam CO.， 

Ltd.)は最も早く，設立2年目の 2011年 5月

にホーチミン市 (HoChi Minh City)に設立さ

れ，電動スクーターの製造と販売をしている。

同フィリピン (TelTaMotors Philippines COrpO-

ration)は2番目の海外拠点であり， 2013年 12

月にマニラ近郊の副都心とも呼ばれているマカ

ティ市 (MakatiCity)に設立され，電動ト ライ

シク ルの販売拠点である。最近の 2014年 7月

には同インド (TerraMotors India Pvt. Ltd.) を

設立し IT等多国籍企業のオフ ィスが多いニ

ューデリーのネ ルー プレイ ス (NehruPlace， 

New Oelhi)を本拠に.郊外の新興エリア lつ

であるグルガオン (Gurgaon)にもオフィスを

構えている。工場もニューデリー近郊のハリヤ

ナ州ソナ市 (SohnaCity， Haryana)に展開して

いる。インドでは，電動スクーター ・電動トラ

イシクル両方の製造 ・販売をしている 11)。その

10)日経ビジネスによると iSEEDは既存の部品を

活用し中国で委託生産しているjと記されて

いる (日経ピジネス (2012)p.87)。中村氏の事

例研究では埼玉県さいたま市が工場として記さ

れている (中村 (2013)p.252)。フェイスブッ

ク等におけるテラモーターズの「挫折11技術者募

集Jを参照すると同工場での業務として[点検，
メンテナンス，整備等」となっているため.中

医|からの搬入 ・保管などの倉庫機能や販売先へ

の納入前の点検，修理やメンテナンス等の主主備

を担当する工場として位置づけられていると推

察される (https: /，恒一jp.facebook.coll1ff erraMotors 

jp/posls/516006021798929 (2015年 12月8日ア
クセス))。 また，ベトナムでは当初はホーチミ

ンのみであったが， 現在ハノイにも工場を設立

していると いう (2016年l月27日の本社訪問

概査)。

11)フィリピンについては 2016年l月現在まで入札

自体が完全にス トップしており.注文があれば

販売する状態にある。また現在の主力市場の一

つはバングラデシュとなってきており 売上額

全体に占める海外売上額は 9596に上っている

(2016年l月27日の本社訪問調査)。
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他，ネノTール，イラン，インドネシア， ミャン

マーにも海外拠点を設けている。

設立時の資本金は 2000万円であるが.2011 

年に 2回の第三者割当増資を実現して 3倍、

2800万円を調達し，2013年7月時点では資本

金は6億 6210万円となり.2015年 12月現在

では資本準備金を含み 16位 676万円と急速に

その資本力を拡大している。現在を国際中小企

業に該当するか否かの議論は，この資本金額か

ら難しい点を含むが，創業当初から成長に至る

プロセスにおいては，国際中小企業であること

に問題はないであろう 。むしろ，この急速な成

長がテラモーターズにおける lつの特徴であ

る。

その出資者は創設者の徳重氏が筆頭にあがっ

ているが，その他を抜粋するとベネッセ取締役

会長の福武線一郎氏，ソニー元会長の出井伸之

氏， Apple Japan元代表取締役の山元賢治氏，

Google Japan元代表取締役社長の辻野晃一郎

氏，コンパックコンピュータ元社長の村井勝氏

などの財界人，元日本ベンチャー学会会長で早

稲田大学名誉教授の松田修一氏，一般社団法人

関東ニュービジネス協議会会長の池田弘氏など

の学界やベンチャ- .ビジネス関係者，クオン

タム リープ代表取締役社長の平内優氏(出井氏

も関係者)，みずほキャピタル株式会社，イン

ターウォ ーズ株式会社， ウエルインベストメン

ト株式会社などの投資会社 (ベンチャーキャピ

タルなど)など日本を代表するベンチャ一関連

の人材や企業等が目白押しであり，テラモータ

ーズ急成長の背景がここでも確認できる。

以上，国際中小企業としてテラモーターズの

企業概要と経営の推移を概観したが，どのよう

な特徴をもった国際中小企業なのだろうか。国

際中小企業における各特性から考察する。

テラモーターズの設立趣意書では「日本発の

ベンチャー企業として，アップル ・サムスンを

超えるインパクトを世の中に残す企業になりま

す」と最初に記されており .また「日本が世界

に誇る技術分野で 設立当初からグローパル市

場で戦う事を前提に創業された企業です」とも

記され.ボーン・グローパル企業特性の lつと

して挙げられている国際起業家精神を意図的に

明示していることからも f この特性に「該当す

る」と考えられる。また徳重氏自らの著書にお

ける「最初Jから 世界市場を狙う」という項目の

中で， I最初から世界市場を狙う こと (ボーン

グローパル経営)がこれからの経営のスタンダ

ードになるだろう」とも記されている。

代表取締役社長の徳重氏は， 1970年に山口

県柳井市に生まれ 1988年に県立柳井高校を

卒業後， 1994年に九州大学工学部応用化学科

に進学し卒業後は住友海上火災保険(現在は

三井住友海上火災保険)に入社した。ところが

アメリカのサンダーバード大学国際経営大学院

で MBAを取得するために，周囲の反対を押し

切って， 2000年に住友海上を退社 した。そし

て，カ リフォルニア州サンフランシスコ近郊の

通称シリコンパレー CSiliconValley)でベンチ

ヤー支援事業に携わることになる。シリコンパ

レーはインテルやアップルなどの本社がある

IT産業関連の集積地であり，大学やベンチャ

ー ・キャピタル等も連携する場所として著名な

場所であることがよく知られている。徳重氏は

「そこで知人を過して。 日本に親会社のあるイ

ンキュベーシヨンの会社が，シ リコンパレーか

ら撤退するという情報を得ると.撤退するなら

私に経営をやらせてほしいと親会社の社長に談

判し承諾を得て社長に就任する」 ことになっ

た12)。そこで 5年間の経験を経て， 日本へ帰国

して同社を設立することになる。

創業から海外進出までの期間の短さと国際展

開のスピードにおいても，同社は国際中小企業

の特性に「該当する」といえる。2010年4月

に創業し 2011年5月にはベトナム法人を設

立している。しかも創業時は中国で委託製造を

している。創業から l年の海外進出である。国

際展開のスピードにおいても，2013年 12月の

フィ リピン法人設立， 2014年7月のインド法

人設立など要件を満たしている。海外工場での

12)徳重 (2013a) p.201。
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製造が必要で、あるにも関わらず，オーストラリ

アのコクレア社といった輸出中心の事例と同等

かそれ以上のスピードでの国際展開である。こ

のスピードに関しては，徳重氏のスピード重視

の経営姿勢に負うところが大きい。

同社の特徴のもう lつは，このスピード重視

の経営方針である。徳重氏は 2012年に 10年後

ビジョンを尋ねられて「これまではヒト モ

ノ・カネ・情報が大事といわれてきましたが，

これからの 10年はスピードも重要なファクタ

ーになると考えています。社会の変化を先取り

し，社会的に要請のある事業を高い志で提供で

きるか，これからの企業にはますます求められ

ますJ13)と述べている。市場をアジアに設定し，
世界のモノ作りにおいてト ップクラスのブラン

ドである日本企業を前面に展開するという周到

な準備と相ま って，現在の同社業績へと導いて

いる。

アジアを市場に設定していることに関して，

同社のピジョンは明様である。iEVでイノベ

ーションを輿し，クリーンで持続可能な社会を

創造する」という経営ビジョンは，アジアの現

状把握と社会貢献に基づいて， 同社ウェブペー

ジで「世界のガソリンバイクの 80%以上が，

東南アジアを中心としたアジア諸国で販売され

ています。バイクという便利な乗り物により，

現地の人々の生活は格段に便利になっているそ

の反面，排出される持|気ガスによる大気汚染が

深刻な問題になっています。(中略)ベ トナム

では排気ガスによる大気汚染が原因で¥毎年

16，000人もの死者が出ているとのデータもあ り

ます。さらに，昨今のガソリン価格の高勝は，

現地の人々の生活を圧迫するだけでなく，国レ

ベルの安全保障の観点からも問題化しつつあり

ますJ14)と記されている。今後の世界では巨大

市場へと成長する可能性もあるが，近い将来に

おいてはアジアを中心としたニ ッチ市場であ

る。したがって，国際中小企業の特性で=ある国

13)徳重 (2012)ウェプページ。

14)テラモーターズ (2015)ウェブページ。

際化の規模と範囲の広いグローパル ・ニッチ市

場にも「該当する」といえる。

また先に概観した出資者をはじめとして，ベ

トナム政府と直接交渉するなど政府 -行政など

の連携においても，また戦略立案や製造・品質

管理，販売，財務などの専門家を顧問として招

いているなど，中小企業の特性として不足して

いる経営資源の補完が随所に確認で、きる。特に

日本のベンチャー・キャピタルとの|刻係性が顕

著であり，大企業との関係性が認められること

などからも，国際中小企業の特性を満たしてお

り同社は「該当するj。

ただし国際中小企業の要件として数多くの

先行研究で指摘されている製造に関する保有技

術の高度さや革新性に関しては該当していると

はいえないであろう。この点は，同社の事業モ

デルが世界最先端の技術よりも，徹底したコス

ト削減に優位性を求めていることが要因である

と考えられる。同社の事業モデルは「既成部品

を多く利用した中国での委託生産と安価なシリ

コン電池を採用するといった徹底したコストカ

ットJ15)である。部品点数はガソリン車の4分

の lであり ，技術的にも比較的難しくないこと

もある。しかし同社のスピード経営やマーケテ

イング手法などの経営に関する技術も含めた場

合. iほほ該当するJといえる。本稿における
技術とは，製造に関する高度な技術や先端産業

における技術が中心ではあるが，このような経

営に関する技術も含んで捉える。

同社の特徴は，スピード重視の経営 アジア

のニッチ市場，ジャパン ・ブランド，徹底した

コスト削減，ベンチャー ・キャピタ Jレとの強い

関係性などであろう。多様な国際中小企業にお

ける lつの事例として興味深い企業である。し

たがって同社は，国際起業家精神に優れた技術

の革新性を併せ持つ国際中小企業といえる。

なお地域の資源、を循環させるといった地域循

環の「埋め込み」モデルとしては，直接は該当

しないであろう。東京の資本をベトナム・フィ

15)中村 (2013b) p.260。
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リピン・インドのオフィスと工場へ投資すると

いった，点を線で繋いだような事業モデルとい

う側面を有しており，地域の多様な資源を循環

させているとは捉えがたい。ただしベトナ

ム・フィリピン ・ インドにおける:j~ I: ガスによる

公害問題を解決する事業であること，そして中

国も含めてアジア全域に拡大する方針などによ

って，アジア各国の社会問題解決に大きく貢献

し地球環境問題にも貢献が期待されることか

ら，ある一定の狭い地域を越えて，持続可能な

社会の実現を目指す国際中小企業で、あることを

考慮すると「少し該当する」と捉えても問題は

ないであろう 。また， 日本の経済発展への新た

な展開へ繋がる意図をもった国際1:1二l小企業で、あ

ることも考慮するならば，ある一定の狭い地域

での循環は非常に重要ではあるが，I埋め込み」

モデルと は別のより広い地域での循環モデルと

して捉えた場合は該当してくる。 したがって，

国際経営論における地域循環の「埋め込み」モ

デルをさらに展開することも，今後の検討課題

となってくるであろう。

V. コスモテックの事例研究

株式会社コスモテック (CosmotecCo.， L TO.) 

は， 1989年に立川市において高分子化学が専

門であった高見湾幸夫氏によって設立され，高

分子化学技術を用いた粘着斉IJや機能性フィルム

の開発 -製造・加工をおこなって，文具や電子

部品・液晶関連企業などへ販売する中小企業で

ある。文具や電子機器メーカーからの依頼で¥

スマートフォンなとご電子機器の小さな粘着テー

プからタブレット端末やノート PC向け部材，

さらには LEOパックライト液晶のフィルム等

約 2000種類の機能性フィルムを開発 ・加工し，

ー買して対応できる「開発型企業」とも呼ばれ

ている。また同社オリジナルブランドの

ICOSMOTAC (登録商標)Jなど数々の優れ

た技術および特許をもっ同社は， 20日年に多

摩ブルー賞を受賞している。積極的な海外展開

についても， 2013年に TAMAブランド大賞の

海外展開拡大大賞，翌日14年にも同大賞の海

外展開賞を受賞しており ，匡|際中小企業として

注目されている。加えて同年に。現在の2代目

代表取締役社長である高見浮友伸氏が，日刊工

業新聞社から優秀経営者顕彰を受けており，企

業経営においても注目されてきている 16)。

同社ウエブページの会社概要によると，資本

金 6000万円， 2015年 l月現在の従業員数44

人， 20J4年度の売上高は 33億円であり，事業

内容は粘着製品の印刷・ 加工 ・開発及び製造販

売， 粘着シー ト・テープの開発及び製造販売，

印刷インクの開発製造，転写シール (熱 ・溶

剤・感圧)の開発及び製造販売，加えてこれら

に関するコンサルティングと記されている。主

要な販売先は，オフィス文具・事務用品のプラ

ス株式会社，電子部品メーカーの TOK株式会

社， 電子デバイスのシチズン電子株式会社，液

晶ディスプレイの NEC液晶テクノロジ一株式

会社，光学用フィルムやタッチパネルの ATT

株式会社などである。なお，本社で ISO14001 

認証，本社と中国の蘇州工場で ISO9001認証

16)コスモテック (2016)ウェフページ。金山

(2015) pp.180-189を参照した。これら文献は同

事例において全体にわたって参照するため，引

用する場合以外の明記は以下省略する。また 1

多摩ブルー立とは多摩信用金庫主催の「多摩地

域の中小企業の活性化と地域経済の振興に寄与

することを目的に，優れた技術や製品を評価す

る」技術 ・製品部門に対する立である。経済産

業省関東経済産業局，東京都をはじめ，多摩地

域市町村， 8商工会議所。 21商工会等地域経済

振興団体および主要新聞各紙なども後援してお

り。多摩地域で公募されている (多摩信用金庫

(20日)ウェブページ)0TAMAブランド大賞と

は TAMA産業活性化協会 (一般社団法人首都

圏産業活性化協会)が主催してお り 「国内外で

の連携やグローパルニッチト ップ分野での販売

を実現し 他の企業の模範となる取り組みを進

める企業を rTAMAブランド大l1Jとして表彰
する事業」である (TAMA産業活性化協会

(2016)ウェブページ。日刊工業新聞社党とは，

「俊れた経営手腕により企業を成長させ，日本経

済の発展と地域社会に大きく貢献したモノづく

り関連の"1"竪・中小企業経営者を広く顕彰する
ものjであり， 1983年から続いている中堅 中

小企業の経営者に焦点をあてた制度である (日

刊工業新聞社 (2015)ウェブページ)。
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および環境保全に配慮したソニーの環境管理物

質管理規定を遵守するサプライヤーに対して認

定するソニーグリ ーンパー トナーを取得してい

る17)。

高分子化学技術者である創業者の高見浮幸夫

氏は， 1939年に生まれ， 1964年に東京都立大

学工学部工業化学科(高分子物性，加工)を卒

業後，セロハン粘着テープの「セロテープ(登

録商標)Jで有名なニチパン株式会社に入社し

て粘着テープの研究開発に従事しまた労働組

合の委員長も歴任した経歴をもっ。その後中堅

企業に移籍し粘着剤を核にした「日本初」

「世界初」の製品開発に従事し，その量産技術

の確立を手がけた。さらに従来培った技術の拡

大発展をめざすためにベンチャー企業に移籍し

た後，1989年に 50歳でコスモテックを創業し

た18)。創業の翌 1990年には時計文字板用粘着

剤を開発し，パラボラアンテナ用直接印刷の特

許を共同で出願 ・実用化，1991年にはカラー

液晶パソコン用各種粘着シート部材の製造を開

始するなど，高分子化学における高い技術力に

よって次々と新技術を開発して特許を取得

し実用化 していった。創業当時は液晶産業の

倉IJ生期であり ，日本の液晶産業の成長とともに

コスモテックも成長し，2002年に本社工場を

移転し， 同年中国の江蘇省蘇州市に開思茂電子

科技 (蘇州)有限公司を設立し， 2006年には

東京都瑞穂町に国内工場も設立している。2006

年度の資料によると，開思茂電子科技研制十1)

有限公司は 100% 出資子会社 (資本金 100万ド

Jレ)であり，総経理は翁武和氏.従業員 250人

である 19)。高見浮幸夫氏は，中国ビジネスの基

17)ソニー (2016)ウエブページ。

18) MeC (2016)ウェブページ白関東経済産業局

(2009 a)ウェブページ。

19)関東経済産業局 (2009a)ウェブページ。コス

モテック (2016)ウェブページによると，従業

員は 300人と増加している。なお国内従業員を

同資料で比較すると.2008年の 65人から 44人

へ減少している。また開恩茂電子科技 (ifi判+[)
有限公司の資本金は，関東経済産業局 (2009a) 

によると 100万ドルであるがt 金111(2015)に

よると 120万ドルとなっており， 2011 年の第 ノ

本について「信頼できる中国人」と「惚れて任

せるjをキーワードとして示しており ，総経理

の翁武和氏が重要な役割を果たしていると考え

られる20)。

ところで 2002年における中国工場設立と

いった国際化をする前に， 同社は台湾へ営業拠

点を設ける直前まで進んでいた。当時の台湾政

府は液晶事業育成に投資を推奨しており， 日系

企業の仕様書をみた台湾企業からの問い合わせ

がきっかけであったという。 しかし当時メイ

ンであった取引先企業が中国の蘇州で工場を設

けるために，同社も同地へ工場を設立すること

となった。しかし販売先としての台湾は重要で

あることには変化なく ，2006年には台湾と韓

国にて主力商品である iCOSMOTAC(登録商

標)Jの認可を受けている。同年に，創業者の

高見浮幸夫氏は会長へ退いて後進の指導にあた

ることとなか高分子化学の技術者として開発

に専念することとなった。

¥ 二工場設立と限jjj[して増資じていると推察でき

る。

20) 2009年に開催された 「環境ビジネスフォーラム

m八王子jにおいて高見様幸夫氏はパネリスト

の l人として報告し，中国での経営に関する会

場からの質問「ビジネス開始のと ころで何を端

緒にしてビジネスを始められたのか」に対して

「日本で教育した人を送り込んで‘いるので， 日本

人の感覚を持って向こうで営業や管理をやって

もらっている」と応えている。また「中国に工

場をもっているが，販路開拓をどうしているか。

ご苦労はあるか」という質問に対しでも「やり

方はやはり同じ。日系企業が出ているところは

難しくない。しかし経営者が中国人や韓国人の

場合はカネ払いが悪く困る。(中略)ではどうす

るかだが，中国人の社長に任せている。日本人

では保理である。中国語ができても，話が通じ

ないので，中国人の信頼できる人に任せるのが

得策」と応え.パネリストからの一言において

も「現地にとけこみ.現地の人を有効に使うし

かない」とも述べており，信頼できる中国人に

惚れて任せることといった中国ビジネスの基本

的考え方が伺える。しかし「中国人の 『大丈夫J
は一番危ないので，日本人は日本人の耳と目で

確認しないと危険である」とも述べており，文

化的国民的異質性に|刻しでも留意していること

も伺える (関東経済産業局 (2009b)ウェブペ

ージ)。
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経営を引き継いだ現在の 2代目代表取締役社

長である高見潔友伸氏は，京都大学大学院理学

研究科数理解析を卒業後，此界大手 IT企業日

本法人に 4年勤務し， IT系コンサルティング

会社へ転!被して 2年目に，現在会長の高見浮幸

夫氏の要請によりコスモテックへ2000年に入

社し， 2007年に代表取締役社長に就任した。

同社の継続には，親族による承継しかないと考

えてのことであった。同氏は先に記したよう

に， 日刊工業新聞社から優秀経営者顕彰を受け

ており .また同社は 2015年に東京商工会議所

が主催する「第 13回勇気ある経営大賞」の奨

励賞も受賞している。受賞理由としてあげられ

ている同社の特徴は， I電子部品用の高機能保

護フィルムを自社ブラン ドで開発 -販売。リー

マン ・ショック後は海外展開に活路を求め，輸

出比率を 9%から 81%として，国内外比率を

逆転Jさせたとして今後の発展が期待される企
業であると評価されている21)。

ところで経営を引き継いだ頃の 2006年当時 1

経営は順調であるかのように思えた同社は，

2008年のリ ーマン ・ショックによって大きな

転換を迫られることになったという 。日本の液

晶産業が落ち込むと同時に，同社の国内取引は

減少していったのである。日本の大手液晶メー

21)高見浮友イ[11氏の経歴等については。同社内部資
料およびインタビュー調査などによった。また

「勇気ある経営大賞」 とは 2003年から東京商
工会議所主催の顕彰制度であり ，r独自の技術 -
技能や経営手法によって，新たな製品・サービ

スを生み出すなど，勇気ある挑戦(経営)をし

ている中小企業またはそのグループ」に送られ

る賞で 「特に製品 ・サービス，経営手法。経営

者の理念 ビジョンのほか業績や財務状況な

どの函で優れ.革新性と独自性にあふれた中小

企業またはそのグループ」が顕彰対象である。

今回の第 13固から奨励賞が創設され.r大賞 ・
優秀賞・特別立とは別に，革新的な製品 サー

ビスやビジネスモデルを生み出すための努力が

みられ，総合的な観点から今後?大n: 優秀

賞 ー特別1'i・を受立されることが期待される企業

に奨励賞を贈呈することになった」と趣旨が説

明されており.9社受賞している(東京商工会

議所 (2015a). (2015 b)各ウェブページ)。

カーである「クライアントは生産拠点を海外に

移したが，その時は一緒に移転しようという話

はなく ，移転先の現地企業と取引をする」た

め，苦境に立たされる こととなった。 しかし同

社はこれまでの経営を一新して. 囲内中心から

国際化することを選択した。「戸惑う社員はな

かなか変化に対応できなかったため，何をする

にしても社長自身が取 り組まなければならなか

った」という 22)。 しかしこのような転j臭の中で

も。同社は輸出で、売上を伸ばしていった。台湾

企業を中心に新規顧客の獲得に成功してから，

全社目標として「アジアで稼ぐ」を掲げて，営

業担当 6人のうち 3人は中国とスリランカ出身

であるという 23)。このような中. 2007年には

蘇州工場でソニーグリーンパートブーを取得

し， 2009年 に中匡lにて登録商標 ICOSMO-

TACJ認可を取得，そして 2011年には蘇州に

第二工場を設立するまで成長している。さらに

2012年には台湾法人(開思茂科技股恰有限公

司)， 20日年には香港法人(開思茂控股(香

港)有限公司)と韓国法人(株式会社コスモテ

ツクコ リア)を設立して，アジアにおけるマー

ケテインクゃ拠点としており，急速に国際化を推

進している24)。

22) r賛同してくれた l名の技術者と二ノ、て、新たなど
ジネスモデルを模索し，自ら自社製品を販売す

るという営業活動を海外でスタートさせたjと

も記されている。同氏と同じ|時期に入社した中

国人スタッフが先頭に立ってくれたため 7 税関

や商習慣のi幸い等の問題が解決したという。「営
業活動を自社で行わなければならない状況にな

って，これまでクライアントに守られており.

苦労をしていなかったことを痛感した」と述べ

ており。自社でマーケティングをおこなって製

品開発するなとは考えてもいなかったという

(中小機fill(2014)ウェブページ)。
23)金111(2015) p.186o 2015年 12月 16日付の資料
でも外国人社員は 6人となっている。内訳は。

日本本社の技術部門に l人 販売 -営業部門に

3人I 税固に l人 (1:1本採月l).l/!草川・|に l人

(2001年に日本採用し現在は現地代表者)で
あり ω この内 5)¥は外国人留学生のおi規採用で
ある(アスバル行政書士事務所 (2015)ウエブ
ページ)。

24) 2013年に設立した株式会紅コスモテ 7クコリノ
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この経営の転換期においても，コスモテック

は中核である高分子化学の技術革新を継続して

おり. 2007年にアルミ 2層蒸着の特許を取得

し，日本でも登録商標 rCOSMOTAcJの認可

を取得している。2008年には，事業革新支援

に関する東京都補助金を獲得し導通結合加工

に関する特許. 2009年には密着防止反射フィ

ルム特許，難燃性接着シート特許を取得し，ま

たキズ防止およびムラ防止機能付き反射シート

が大型液晶テレビへ採用され. 2011年に汚染

性ゼロの保護フィルムがタッチパネルへ採用さ

れるなど，スマー トフォンやタブレットへと移

行する IT関連製品の変化に素早く対応し，技

術開発を中心とした経営基盤も強化している。

2012年に. 6年前に設立した瑞穂工場を本社工

場に統合しているが，液晶テレビの囲内市場縮

小によるものと推察され，これも将来的な経営

基盤の強化およ び早い動きが可能な中小企業の

優位性を示しているとも捉えられる。同年には

自己修復塗料を開発し，自己修復シートへと商

品を進化させており，高分子化学における高い

技術力と開発力をもった国際中小企業として展

開してきている。加えて.2015年には皮膚シ

ールの特許を取得し. r第3回アニ玉祭 (アニ
メ ・マンガまつり m埼玉)Jにも出展してお

り，これまでの BtoBから BtoCへと消費者へ

直接販売するといったビジネスの多様化へも可

能性を示している25)。

、アは，関東経済産業局から「平成25年度グロー
パル技術連携支援事業」として 1 同社とコリア

マーケテイングi株式会社に約 1233万円と 1760
万円の中小企業経営支援等対策費補助金が交付

されている。コリアマーケテイング株式会社の

代表取締役である金世永氏は経済産業大臣登録

の中小企業診断士でもあ りT コスモテ ックの勝

国における現地法人設立やマーケテイング支援

をおこなっている (関東経済産業局 (2013a) 
(2013 b).コリアマーケテイング (2016)各ウ
エブページ)。また翌2014年にも「平成26年度
戦略的基盤技術高度化支援事業」としてコスモ

テックは 366万円の同補助金を交付されており.
不足する経営資源を補完するための他組織との

連携がみられる。

25) 2015年に特許を取得した皮膚シールは ファ ノ

以上，国際中小企業としてコスモテックの企

業概要と経営の推移を概観したが，どのような

特徴をもった国際中小企業なのだろうか。国際

中小企業の各特性から考察する。グローパル ・

ニッチ市場における国際化の規模と範囲におい

ては，現在は東アジアに限定されているが，ベ

トナムへの進出も探っているという 26)。また

「勇気ある経営大賞」奨励賞の受賞理由にも明

記されているように，海外展開に活路を求めて

輸出比率を 9%から 81%へと劇的に国内外比

率を逆転させ，中国の生産拠点，台湾 ・香港 ・

韓国の販売拠点を設立していることから「該当

する」であろう。技術の革新度については， こ

れまでの企業概要における新技術開発や特許数

などから十分に該当するともいえるが，同社の

技術を使用する家電・ IT関連企業に よる液晶

テレビやタブレット端末などの製品サイクルが

非常に短くなってきており， また大手企業が同

社の提供する製品や技術分野に参入した場合に

市場を奪われる可能性が高いことから現時点で

は「ほほ該当するjとしておきたい。

1989年に創業後，約 13年後の 2002年に中

国蘇州に子会社を設立していることから，ボー

ン ・グローパル企業には該当しない。しかし 2

代日経営者が2008年におけるリーマン ・ショ

、ツションやイベント用の水を使わない感圧型の
肌転写シールとして「第3回アニ玉祭」で出展

している。「ファッションやイベント，スポーツ

の応援グッズに最適。また，ノベルテイグッス

として使用できます」と説明されており，これ

までの企業に販売する以外への展開に関して興

味深い製品である (アニ 玉祭実行委員会

(2015) )。ただし消費者へ直接販売するには他
の一般的な製品と比較すると，コストが高いこ

とにより.水を使用しないではれることなどの

性能が必要な場合など特殊な消費しか見込めな

いため これまでの企業に販売する方針に変更

はないようである (2016年l月25日の本社訪
問調査)。

26)中小機構 (2014)02016年l月現在ではベトナ
ムは最有力候補ではなくなっており，フ ィリビ

ンやマレーシアが有力となっているようである。

この進出先に関しては 同社の製品が採用され

る見込みのある市場が変化しているためである

という (2016年l月25日の本社訪問調査)。
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ックの影響から.2011年に中国蘇州に第二工

場を設立し. 2012年に台湾法人 2013年に香

港法人と韓国法人を次々と設立していることか

らボーン ・アゲイン グローパル企業に該当

し しかも急速に国際化していることから，こ

の特性にも「該当する」といえる。国際起業家

精神についても.当初の中国工場は大企業から

の要請であるが， 2代目経営者は将来の同社発

展のために，国境を越えて機会を発見して獲得

していることから「該当する」と考えられる。

他組織との関係性においては，納品先として

大企業との関係性はあるが，むしろ関東経済産

業局なとの行政との関係性も強(創業者が会

長を務める NPO法人 MeCなどの CSOや他の

中小企業との関係性などを考慮すると「ほほ該

当する」といえるだろう。最後に地域循環とい

った「埋め込みjモデルに関しては，本社のあ

る立川における地域の社会的埋め込みを発見し

披符して，所有優位としているといった資料な

どは発見できなかった。 これは|司社の中核とな

る高分子化学技術を内部開発していることや国

内市場よりも国外市場を重視していることなど

が要因であろう。しかし東京都や関東圏に地域

を広げると，この地域における技術開発支援や

国際化への経営支援などの様々な補助金の獲得

や表彰，留学生の採用などで企業経営を左右す

る所有優位をある程度獲得しており .I少し該

当する」といえるだろう。また創業者が会長で

ある NPO法人 MeCは産学連携やインキュベ

ーションも視野に入っているため， 1司社におい

ては地域の社会的埋め込みとして機能する可能

性もある。

コスモテックは創業者ら技術者による高分子

化学技術を中核として，中小企業としての経営

環境に対する素早い変化への対応。そしてニッ

チ市場へのこだわり と国際展開によって「新た

な可能性を追求する J27}中小企業であり，匡"努

27)コスモテック会社概要のウェブページではll>i:(<J)
に高見深友伸氏の写真とこの標語が掲げられて

いる。またト yプページには「技術Jと大きく
表示されてその下に「時代の進化に挑}淡し統ノ

起業家精神に優れた技術の革新'生を併せ持つ国

際中小企業といえる。

VI. おわりに

~国際中小企業の特性と評価~

以上，両社における国際中小企業の特性に関

して検討したが，両社の合致程度を検討して評

価する前に，国際"1ヨ小企業の特性を再度確認し

ておきたい。この特性を抽出する元となったボ

ーン ・グローパル企業に関する先行研究におけ

る議論から，国際仁1"小企業の特性を抽出する際

には，いつくかの留意点の検討が必要であるた

めである。その上で，国際中小企業の特性に対

する合致程度を検討して評価することとした

し、。

ボーン ・グローパル企業論の lつの成果は，

新しいタイプの国際中小企業としてその国際化

特性の分析が開始されていることである。その

特性とは，既存研究の考察を通じて抽出された

主に5つの特性である。5つの特性とは，急速

な国際展開，グローパル ・ニッチ市場，技術の

革新性，匡|際起業家精神，他組織との連携であ

った。他組織との連携は，大企業 -政府との連

携が他の行政 ・CSO・中小企業の連携よりも E

ボーン・グローパル企業論では重視されている

ことも示II~ された。 また国際経営論では . 地域

循環的な国際中小企業の存在も示唆された。

急速な国際展開とは，創業あるいはあるH寺点

から急速に国際化する ことであか国際中小企

業の経営における基盤が囲内から外国も含めた

一定の地域へと比較的短い期間で拡大し売上

高などの業績において比較的外国における比率

が高いことである。創業と同時にあるいは創業

から比較的早い段階で国際化を開始する国際中

小企業はボーン・グローハル企業.ある時点か

ら急速に国際化する国際中小企業はボーン ・ア

けるコスモテック」と記されている (コスモテ

yク (2016)ウェブページ)。また同社のグロー

パル経営の成功要因等は金山氏によって分析さ
れているので参照されたい (金 山 (2015)

pp.188-189 )。
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ゲイン・グローパル企業と呼ばれている。テラ

モーターズは前者であり，コスモテックは明ら

かに後者である。前者か後者かの区分は，前者

における創業後から国際化までの期間も 111高が広

く一様で、ないことも相まって，ボーン・グロー

パル企業の先行研究ではかなりl度昧な傾向があ

ることに留意する必要がある。この留意点に鑑

みて，本稿における国際中小企業という概念で

は，前者と後者と特に区分する必要がある場合

のみ明記することとし，両者ともに急速な国際

展開という特性を示した。

グローパル -ニッチ市場とは，多国籍企業な

どの大企業が参入できないあるいは参入が困難

なニッチ市場において，国内と外国を含めた一

定の地域において事業を展開していることであ

る。この場合のグローパルとは地球規模という

意味ではなく，囲内市場に囚われない事業展開

を志向することであり，一般に 3極ともいわれ

るアメリカ， ヨーロッパ，アジアのいずれかの

地域，あるいは 2つ以上の地域で事業を展開し

ていることである。iilZllI各首命的な視点における既

存研究では，グローパル -ニッチ戦略をとって

いる中小企業に該当する。テラモーターズは将

来的には未知数であるが，創業から現時点では

市場をアジアに限定していた。コスモテックは

テラモーターズと同様にアジア，特に東アジア

に集中しているが，今後はフィ リピンやマレー

シアなど東南アジアへの進出も視野にいれてい

るようであった。

技術の革新性とは，世界最先端の技術はもち

ろん，世界でも類をみないアイデアによる模倣

困難な技術やマーケティング手法なども含んだ

特性であり ，このような革新性を他の企業に先

駆けて保有し続けている特性である。テラモー

ターズは製造技術そのものが組み立て中心のた

めに模倣される可能性が高いが，その模倣され

るリスクをスピード志向の経営やマーケテイン

グ手法などの経営における技術で回避し続けて

いる。コスモテックも高分子化学における最新

技術を開発し続けて数多くの特許を保有し

企業へ納品する加工技術と組み合わせて「機能

性フィルムの総合ソリユーションプロノくイダj

を目指している。

国際起業家精神とは，創業者や創業チームあ

るいは経営陣が強い国際化への展望と国際的な

起業家志向性を持つといった特性である。中小

企業における限られた経営資源や数々の困難に

直面しても，国際化を志向する原動力として働

き続ける精神であり，国際化のリスクよりも国

際化の利益を重視する姿勢でもある。テラモー

ターズは起業当初から中国で生産し，ベトナム

での販売と生産，さらにインドとフィリピン，

バングラデシュなどへも 20歳代の若い社員が

中心となって急速に拡大を続けている。コスモ

テックはリーマン・ショックの影響による経営

危機から， 2代日経営者によって，それまでの

国内大企業追従型から独立性のある国際中小企

業へ見事に転換していた。

他組織との連携とは，中小企業における限ら

れた内部の経営資源を補強するために，あるい

はより強力にするために，大企業の販売経路の

利用，大企業との戦略提携，補助金などの政府

支援の獲得といった大企業や政府との関係性が

強い特性である。また国際中小企業の概念で

は，ボーン・グローパル企業論の範礁で、はない

中小企業同士の連携や外国の中小企業ネ ットワ

ークの活用，地方行政支援の獲得や NPO・

NGOなどの市民社会組織との協力関係なども

含まれる。テラモーターズは数々の財界人から

の資金と様々な経営上のアドバイスや支援が，

スピード経営と若い活力のある人材の確保へと

繋がっている。コスモテックは納品先として大

企業との関係性はあるが，むしろ関東経済産業

局などの行政との関係性が強く ，創業者が会長

を務める CSOや他の中小企業との関係性もみ

られた。

このような国際中小企業の各特性から各企業

を検討して評価すると，特性に該当する場合を

4，ほほ該当する場合を 3，少し該当する場合

を2，該当しない場合を !として数値化した場

合，おおよそ図表4のようになるであろう。そ

れぞれの数値とした根拠については先の両事例
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図表4 医11捺中小企業2社における特性該当の評価

~ 急速な
グローパ

技術の 国際起業 他組織と 地域

国際展開
ノレ・

革新性 家精神 の関係性 平均 循環性
ニッチ市場

テラモーターズ 4 4 3 4 4 3. 8 2 

コスモテック 4 4 3 4 3 3. 6 2 

(注)4 該当する.3 ほ11該当する， 2・少し該当する 1・該当しない。
(出所)筆者作成。

において記述したのでここでは繰り返しを避け

るが，それぞれの特性の比重が同じと仮定し

て，最大値を 4とした場合。テラモータースは

3.8，コスモテ ックは 3.6となっている。あるい

は別の表現を用いると，テラモーターズは 95

%，コスモテックも 90%程度，国際中小企業

の特性に該当する企業であるともいえる。

以上，国際中小企業をその特性から考察して

くると，それら特性を組み合わせて。 どの程度

国際中小企業的であるかといった捉え方となら

ざるをえないことに留意する必要がある。ボー

ン・グローパル企業の既存研究は，間接輸出か

ら外国直接投資までの様々な国際化の状態にあ

る中小企業について.多くはその区分が暖昧な

まま研究されているという こと28) またベンチ

ャー企業論や国際起業家精神論.競争ij災i格論，

ネットワーク論などの様々な視点から.急速に

国際化しているが国際化の程度が様々な中小企

業を論じているために，本稿で絞った 5つの特

性よりも数多くの特性が指摘されていることも

特徴であった。創業あるいは第 2創業から国際

展開までの期間の指摘は，創業と同時から数年

の間と非常に幅が広く，共通した特性としても

抽出が難しい。しかもこの特性をもってボー

ン・グローパル企業の判断根拠の lつとしてい

ることも多い。国際的志向性が強い起業家精神

28)個別の既存研究では，輸出中心に限定している

場合や外国直接投資と限定している場合もある
が これら研究では全てボーン ・グローパル企

業として考察されているため，結果としても|凌

昧となる。

においては，創業者たちの個人的な経歴に焦点

をあてて，国際的な経験が多い人物が創業者で

あるという特性を指摘している場合，その経験

がどの程度創業に影響を与えているのかの判断

も難しい側面がある。

このようにボーン・グローパル企業の既存研

究は.様々な特性の lつあるいは複数を組み合

わせて隊々な視点から論じている研究の集合

ともいえる状況になっている。この状況は，こ

れまでの各論におけるあるいは国際経営論にお

ける既存の研究と整合的でないような，具体的

な企業の事例から出発している議論であること

から生じている点を考慮するとある程度納得で

きる状況であるかもしれない。あるいは{量れて

政策的な影響を受けている研究であることか

ら 実態というよりも将来的な視点が混在して

いるからかもしれない。

このような状況にある既存研究において想定

されているボーン ・グローパル企業とは.国際

起業家精神に富んだ創業者あるいは創業者チー

ムが，創業と同時にかつ急速に国際化し本国

市場に囚われないグローパルな視点でニッチ市

場における革新的技術を保有し大企業との強

い連携で経営している企業ということになる。

しかし実際は，それぞれの要素の程度が異な

っており ，それぞれの企業のボーン ・グローパ

ル的要素の内容と程度は異なったものとなる。

その程度を考慮すると，国際起業家精神が突出

した企業は，国際起業家精神が強いボーン ・グ

ローパル的な企業，技術の革新性が突出した企

業は.技術の革新性が高いボーン ・グローパル



16 経営学論集 Vol.58 No.3 

的な企業など，各要素の強弱によって異なった

様相を示すであろう。また，国際起業家精神と

技術の革新性が共に突出した企業は，国際起業

家精神が強くかっ技術の革新性が高いボーン ・

グローバル的な企業など2つの要素が強い場合

も，それぞれの要素の組み合わせによって異な

った様相を示すであろう。3つの要素， 4つの

要素が強い場合も同様であり，論理的には 5つ

の要素が強い場合のみ，真にボーン ・グローパ

ル企業と呼べるであろう。

しかしかなり整理された研究もあり，フィリ

氏らの研究に至ってはこのような状況を認識し

た上で全体的なアプローチをとっている29)。フ

イリ氏らの研究における結論は，特殊状況的

(contest-specific) というものである。本稿にお

いても，欧米のボーン ・グローパル企業の既存

研究および日本においても研究が始まっている

既存研究を全体的なアプローチとして検討し

国際中小企業として捉え直して 5特性を示し

た。

今後の課題は，先に記した留意点に注意しな

がら検討し国際中小企業の要素へ還元して捉

え直して概念をより明確にする必要がある。国

際中小企業の存在において「なぜ経営資源の少

ない中小企業であっても国際化することが可能

であるのか」といった側面と「なぜ中小企業は

困難に直面し続けながらも国際化するのか」と

いった側面の両面30)から特性を検討し国際中

29) Phili， Jones and Wheeler (2004) pp.249-273. 

30) rなぜ経営資源の少ない中小企業であっても国際
化することが可能で、あるのか」といった視点と

「なぜ中小企業は困1ii1~に直面し続けながらも国際

化するのかjといった視点はI 国際経営論にお

ける直接投資の理論に関する研究と整合的であ

る。直接投資に関する理論を巡っては，様々な

理論が乱立している状況であることはよく知ら

れている。レーニン氏 (刀el'II1H，BJla且れ111p)の

『帝国主義論jやヒルフ ァーデイング氏 (Hil-

ferding， Rudolf)の 『金融資本論』さらには宮崎

義一氏の資本過剰論などからの資本輸出論やへ

クシャ一氏とオーリン氏 (Hecksch巴r-Ohlin)や

小鳥清氏の貿易論をはじめ.ハイマ一氏とキン

ドルパーガ一氏 (Hymer-fくindleberger)の寡占的

優位論!ウィリアムソン氏 (Williamson，Olivelノ

小企業の要素および概念を特定する研究に取り

組むこととしたい。

また，国際中小企業の史的研究も課題であ

る。ボーン・グローパjレ企業論で、は.新しい企

業形態として論じられていることが一般的であ

るが，国際中小企業は新しい形態ではなく，史

的に発展してきた形態と捉えている。現在の巨

大多国籍企業も，その初期では国際中小企業で

あった可能性が高いであろう 。企業の国際化

は，囲内から発展した段階説が一般的である

が，この説はある程度の説明力があるとして

も，一般化する ことはできないであろう。
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